
別表第１（第５条関係)

【事務事業の基本的事項】

課 係

会計 3款 1項 9目

年度 ～ 平成 年度

【事務事業の実施内容】

【事務事業の推移】
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特定高齢者把握事業で、把握された運動器の機能向上に該当した高齢者
（要支援・要介護状態になるおそれのある高齢者）

運動器の機能向上教室に参加していただき、筋力トレーニングを行う事で、下肢筋力
の維持、向上を図り介護予防に資することを意図として実施する。

直　営

公共事業 施設維持管理

直営（一部民間委託） 民間委託(全部)

事 務 区 分
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3,927

（単位：千円）
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作成者

法定受託事務

市内にある運動器加算をとることができる施設、又は、理学療法士のいる施設に通所
し、個別のトレーニングを３ヶ月、１２回実施する。

人

人
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担 当 課 係 名 包括支援センター

新規／継続の区分

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

基本計画 高齢者福祉と介護保険事業の充実

高齢者介護予防の推進・介護サービスの確保

平成

施策の大綱

社会福祉費民生費

補助金

すべての生命を慈しむ健康福祉のまち

包括支援センター費

総合計画の
ページ

内部管理
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【事務事業の今までの成果】

【事務事業を取巻く環境】

【一次評価】

※一次評価の判定がＢ～Ｄのときは、下記に必ず記入すること。

【二次評価】

判 定 判 定 に 至 っ た 理 由

Ａ 介護予防事業として、必要な事業として引き続き実施する必要があると考える。

判 定 事 業 の 方 向 性 判 定 に 至 っ た 理 由

Ａ
Ａ 現状のまま継続（実施）

必要性は、十分に認められる。今後のフォ
ローアップについて検討が必要と思われる
が、引き続き事業の実施が必要と考える。

Ｂ 見直しの上で継続（実施）

Ｃ 大幅な見直しの上で継続（実施）

Ｄ 休止・廃止（統合を含む）を検討する事業

【具体的な今後の取組内容（改善の方向性、対象、意図、手段等について記載すること。）

実施後、継続が必要な方々のフォロー体制を検討していく。

介護予防への貢献度は高く、改善された。

国・県・他自治体の動向

事業に対する市民の意見
（事業に対する期待、要望、苦情等）

専門スタッフのいる事業所委託が増えている。

市民のニーズが低い。
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